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研究の成果は、著書『アメリカ商取引法と日本民商法J1 • 1 (R.ブラウカ








































































































































































































































































































































































































表的著述としては、学位論文である 『空襲と国際法.J (1941年)のほか、 『戦
争法の基本問題.J (1944年)、『国際連合憲章の研究.J (1949年)、 『永世中立と





















































































































































































































“Rezeption und Fortbildung des europaischen Zivilrechts in Japan" (1970) 
は大きな反響と日本法への強い関心を呼び起こした。ハーバード、ワシント
ン、ミムンへン、マールブ/レク大学の客員講義からは幾多の日本法専門家が











15カ国の友人、同僚、弟子が“DerWeg zum Japanischen Recht--Fests-





























104巻 l、5号、 106巻 6号)、わが国の代理学説の発展史を分析検討した「代
理Ja民法講座J1、1984年)、遺留分の算定方法に関する通説的見解に疑問


































































































































































































J apan" (1970)、“Recentdevelopments in Japanese corporation law" (in 
























































































































































































































































(r北大法学論集J33巻 3・4・6号、 35巻3・4号)、 'Wirkungsbereich und 
Funktion des Kol1isionsrechts一一EinigeGedanken tiber Savignys IPR' 




































































































































































































































































































































号)、「フインヤン三頭派と革命戦争J<r法学論議J65巻 4号、 67巻 4号、 72巻







































































































































































































































































































に発刊され、大正 8(1919)年 1月には 『京都法学会雑誌』を『法学論叢』に
改称した。以後、毎月刊行されて昭和期に及んだが、昭和19(1944)年に資材
375 
第4章大学院法学研究科・法学部
不足のため変則的刊行に切り替えられ、昭和28(1953)年に隔月刊、そして学
部創立60周年を迎えた昭和34(1959)年4月より月刊に復して今日に至ってい
る。平成 6(1994)年度には136巻に達し、わが国を代表する学術誌の 1つと
して、その声価は既に石雀固として定まっている。
第5項有信会
有信会は、教官・在学生・卒業生の 3者からなる親睦団体である。大正10
(1921)年4月、法学会から分離して別個の組織として発足、その名称は「朋
友有信Jからとられたもので、織田高の命名によるという。卒業生のみから
なる同窓会ではなく、教官・在学生も加わり揮然一体となって活動する点が
本会の特色であり、会の運営にも毎年在学生から委員が選ばれて携わってい
る。戦後の一時期には在学生の自治会活動も兼ねたが、昭和26(1951)年から
法学部自治会とも分離して今日に至っている。
大正15(1926)年10月に、本学大ホールおよび京都市公会堂において第 1回
汎有信会大会を開催、以来、戦時期など一時の中断を見たものの、原則とし
て3年ごとに汎有信会大会を開催して今日に至っている。このほか、卒業
生・新入生の歓送迎会、旅行・見学などの活動が戦前から続けられてきた。
昭和18(1943)年には有信会歌の制定もなり、戦後昭和29(1954)年からは『有
信会誌Jを刊行して、本年(平成 6<1994>年)までに通算36号を数えている。
現在、有信会支部も東京・近畿・東海・広島・福岡の5つがあり、また北海
道連絡所もあり、全国に活躍する会員を結び付ける紐帯となっている。
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